
第５回専門部会終了後に各委員から提出された書面など
（１）野村委員
（２）弓倉委員
（３）山本委員

（４）新堂委員

（５）市橋委員

【野村委員　8月28日　電子メール】
１．Ｐ７０「災害時における情報提供」
　提供というのは一方的に流れる印象です。提供だけではなく、収集もしなければならないし、共有することも重要です。最近は「共有」という言葉が使用されることが多くなりましたのでご検討ください。
２．Ｐ７２「3つめの○、ユニバーサルデザイン」の中で・・・
　「国籍」となっていますが、国の障害者基本計画では「人種」と表記されています。東京都は以前から「国籍」としていますが、いま、福祉のまちづくり推進協議会でもこの部分をどうするかの検討中です。これまでの方針を変えるのは今がチャンスですから、ふくまち事務局ともよく話し合ってください。
　また、同項目2行目は「企画段階からすべての人ができる限り利用可能なように・・・」と表現するのが原文に忠実です。
【弓倉委員　8月29日　電子メール】

31頁の「ライフステージを通じた支援の仕組みづくり」の3段 目、「しかし、就学前や卒業後における個別の支援計画については、このような支援の継続性を確保する仕組みが依然として確立されておらず、対応が急務である」の文章に続けて、以下の文章を追加していただけないでしょうか。
○「３歳児健診と就学時健診の狭間において児に対する新たな健診手法の確立も重要な案件である」
また、60頁の　イ　障害のある児童への支援において、・早期からの継続性ある支援の必要性の部分と、・概況の2段目「保護者が児童の障害を受け入れる事ができずに手帳しゅとくの手続きをためらう例がみられること、知的障害を伴わない発達障害は手帳制度の対象となっていないこと」　この２段を受けて、
○「就学時健診前に、５歳児健診を行ない、早期に発達障害や視機能障害児を発見・指導することにより、障害をもつ児の早期の対応が可能となるとともに、保護者への早期支援が可能となる」
という文言を追加させていただければと考えます。
【山本委員　8月29日　電子メール】
Ｐ２６　入所施設

〇都外施設における地域移行

都外施設利用者の地域移行を促進するために、グループホーム・ケアホーム建設及び運営費補助がありますが、都外施設については都内施設とは異なっています。地域移行は都が勧めている施策であることから、同じ都民としてサービスを受けられる施策を行なうべきです。また、地域移行コーディネート事業の促進がはかられ、都内、都外を問わず希望者への移行促進が図られなければなりません。都外の在所行政機関との連絡調整についてもご配慮ください。

以上は前回提出したものです。

都外施設がこれまで果たしてきた役割、現在の利用者数、現在居住支援を希望し待機している方の数、今後予想される居住支援希望者等を考えると、現在の都外施設のあり方と役割を整理し、東京都の考え方を現すべきだと考えます。しかし、今回の草案には都外施設の問題には直接は触れてありません。現状と在り方にギャップがあろうかと思いますが、何らかの方向を示すべきだと考えます。はっきりしたあり方が提示できなければ、今後、都外施設のあり方検討を都外利用者の意見を入れつつ、入所施設全体の問題として考える検討会を作り方向性を模索するなど最低は必要かと思います。

〇地域生活支援型入所施設

　現状の入所施設との違いが不明確であり、何が求められどうして行くのかを具体的にしていく必要がある。また、施設入所支援への転換が求められているにもかかわらず、「自活訓練事業を使い・・・」など新法にはない事業が例示してあり整合性にかける。

　専門的支援・緊急性が高い最重度・重症者（Ｐ２９）とは具体的にどのような人で、真に必要な場合とはどんな場合か言葉だけが先行している。

また、そのような人を受け入れるためには環境つくりや、人の配置が必要であり現状のまま入所施設に求めても現実味がない。

　ユニットケアも人員配置や権利擁護意識の高揚、支援方法など多くの課題を持っている。現状の施設がそのまま移行することは危険でも有り、困難である。

　入所施設からの地域移行の現状とＧＨ・ＣＨの整備状況、今後の利用希望者数を考えると新たな対策を考えないと入所定員の計画的な縮小に向けた基本方針を打ち出すのは現実的ではない。（Ｐ30）

　都外施設からの受け入れについては、都内の居住支援の整備状況と待機者数から考えても非常に困難であり、コーディネートセンターの機能も現状では働いていない。

権利擁護

　権利侵害の予防と起こった場合の対策として、以前設置されていたステップのような機能が有るべきだと考える。仕組みの整備の具体的な提案が欲しい。（Ｐ３８）

　昨年度東社協が行なった電話相談の実施は成果をあげている。このような取り組みを継続的に行なえる事業が実施できれば利用者からの声を受け止める事が可能となる。

　今回起こった青梅での事件など地域における障害者へのいじめや差別について、学校・地域・関係機関への障害についての理解教育及びノーマライゼーションの考え方を広めていく。

地域生活への移行支援

　移行するためには近隣住民の理解や地域の福祉力の向上が必要である。地域自治会や民生委員、その他関係機関にＧＨ・ＣＨの存在や理解を求めアピールするなど、福祉関係者に留まらず整備についても協力を求める体制がなければ整備のスピードは上がっていかない。地域移行促進員の具体的な業務を明確にすると共に住民にその役割と存在を周知する必要がある。（本人のみではなく地域への働きかけも業務の一環とする）（Ｐ４７）

　都外施設から都外のＧＨ・ＣＨへの移行については本人の意向を尊重し、在所地域の行政と東京都及び利用者の援護の実施機関が連携しサービス調整を図る必要がある。

発達障害者への支援

　東京都自閉症・発達障害支援センターの機能については、東京都の人口に比較して通分に働いていない。多摩地域に増設し実態にあった機能を持つべきである。（Ｐ６４）

　発達障害に対する支援の効果的な手法についてはＴＥＡＣＣＨプログラムや感覚統合法他具体的な手法を示すとより理解が進む。

強度行動障害への支援

　強度行動障害についての支援は困難度が高い。入所施設のみではなく通所施設の整備、行動援護の利用、医療との連携、ケアホームの特別な整備、専門性の高い支援、関係機関の連携人員配置など具体的な方策の提案がないと具体性にかける。

　Ｐ６５下から３行目、「問題行動」と言う言葉は不適切。

コミュニケーション支援

　自閉症はコミュニケーションの障害といわれています。視覚支援や代替コミュニケーション手段、ＴＥＡＣＣＨプログラムの手法を使った構造化であったり、様々な工夫が必要です。項を設けてください（Ｐ６９）

以下はﾊﾟｻｰｼﾞｭの事業計画に乗せているものです。ご参考になれば

2 コミュニケーション支援

　　　自閉症診断の「３つ組み」として一般的に認識されているのが

　　　・社会的相互交流における障害

　　　・コミュニケーションの障害

　　　・イメージ力の障害（こだわり・局所への関心集中）

　　　であり、コミュニケーション支援は自閉症支援の大きな課題のひとつであると同時に、他の診断要因にも密接に関係している。

社会的なルール理解の支障においては、「場の理解」が弱い為生じる事が多く、イメージの障害においても適切に要求を伝えられなかったり、量・時間の区切りや当事者がこうむるデメリットが当事者だけでなく周囲に理解されづらい事が要因であるとも言える。

自閉症のコミュニケーションには大きく分けて表出性（要求）・受容性（理解）の２種類があり、そのいずれもが当事者達の社会適応には必要不可欠なものである。

表出・受容のコミュニケーションを通じて当事者と周囲が「意味の共有」を行った上でやりとりする事が彼らの生活の安定につながる。

ここでいう受容性（理解）のコミュニケーションとは構造化された環境での支援にあたり、具体的にいうと物理的構造化（活動場所の明確化・環境調整）・スケジュール（時間概念・活動順序・変更の伝達）・ワークシステム（各場面における手続きや活動量等の視覚化）・視覚的構造化（自立課題等における作業意図の明確化）・ルーティンの使用があげられる。

各利用者が何に注目しているか、何を行動のきっかけにしているか、意味概念の形成がどれだけ出来ているか、どのような理解の仕方をしているか、どのような好みを有しているか等について、日常支援場面において常時インフォーマルな評価を行った上で構造化された支援を行い、各利用者に対して周囲が期待している行動や自分が取組むべき課題を伝えていく中で、当事者が環境の意味を自分で理解して自発的に活動に取組める様努めなければならない。

そして表出性（要求）のコミュニケーションについても、受容性（理解）のコミュニケーションのスキル形成と共に重要な課題である。自閉症者は自分の要求を適切な形で伝えられなかったり、伝えられないが故に自分で解決しようとして不適切な行動を選んでしまう事があり、日々の生活において重大な支障を抱えている。

これに対してもインフォーマルな評価を常時行いながら、構造化を通じて得られた理解や、本人達が示す行動障害の背景を探るなかで、ひとりひとりが安定して過ごせたり、地域生活において周囲に適切な形で自分の思いを発信できる事を目的に、優先順位を考えながら適宜必要なスキルを形成していかなければならない。

選択スキルの形成も利用者個々の理解度を評価した上で取組んでいく。

自己選択・自己決定

　自己決定・自己選択にはエンパワメントの視点が重要です。加筆して下さい。

移動支援

　移動支援が地域生活支援事業となり、その具体的な支援の範囲を区市町村ごとに決定する仕組みとなりました。受給量、支援内容、単価等、地域により利用に格差が生じています。また、区市町村ごとに事業指定を受ける必要があり、事務手続きの煩雑さも起こっています。

この中で各区市町村に共通なのは、通学、通所、通勤等に使えない場合が殆どだという事です。地域生活を支えるためには、支援をつなぎ合わせ生活と一体になったサービスの提供が必要とされています。また、日中一時支援事業など放課後の預かりや、緊急一時保護事業や短期入所事業の送迎についても利用するのが困難な状況です。この送迎はこれまで私的契約の中で行われてきました。車輌を使って行う事が多いこのサービスにおいては、今般これが福祉有償運送第79条の取得が必至となり、手続きや資格条件の困難さで、やめざるを得ない事業所が出ています。この状況では折角作られたサービスも利用が控えられ、地域生活に必要な支援を有効に使うことが出来ません。

　障害者の身体・精神機能に応じた支援、生活活動範囲の拡大、様々な活動への参加の実現についてはＩＣＦの障害の定義にも謳われています。移動支援はこれを実現するために重要な位置を占めています。利用者の日中活動や余暇の拡大、通院等の健康への支援等、様々な機能を有効に活用するために、このサービスが円滑に利用でき必要に応じて利用できるためのさらなる施策の検討が必要です。
第５期東京都障害者施策推進協議会・提言起草案に対する意見

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　社会福祉法人武蔵野千川福祉会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チャレンジャー施設長　新堂　薫　

　　　　　　　　

●障害者自立支援法と東京都の独自策について

・障害者自立支援法は、「緊急措置」や「特別対策」を経てもなお障害のある人やその家族のくらしを脅かしている実態がある。東京都として障害のある人や家族の声を受け止め、東京都独自の負担軽減策を講じていただきたい。

・多数の施設が移行をせずに旧体系のまま運営しているおり、その背景としては利用者の障害程度区分などによって利用可能な事業の範囲が狭いことや利用可能な期間が限定されてしまい新事業体系が柔軟性を欠いていることと、国の定める報酬単価の水準が低いことが上げられる。東京都においては、報酬単価の改訂や日割り単価制度の見直しなどを国に対して強く求めていくことと同時に東京都の独自制度であるサービス推進費の継続、充実を図っていただくことを明言していただきたい。

・障害者自立支援法では、就労継続支援事業の国の定めた報酬単価が低く、就労移行支援事業と大きな格差がある。東京都は事業者が就労継続事業を安定して経営できるように東京都独自の補助金加算等の策を講じていただきたい。　

・東京都の独自策によって事業者が安定して経営できることが人材の確保につながることを改めて確認していただきたい。

●特段の支援を要する人々への配慮について

・障害者自立支援法による障害程度区分では判定が不可能な人や新事業体系では利用可能な事業がない人のための受け皿として、これまでどおりの東京都独自制度の通所訓練事業等を活用して小規模作業所を維持させていくべきである。そのためには区市町村包括補助事業に移行した後も維持・発展させていくことをお願いしたい。

・小規模作業所はこれまで法に縛られない柔軟な対応で障害のある人の受け皿としての役割を果たしてきた。今後も「法の狭間」といわれる人や６５歳以上の利用者が安心して地域で通所する場としての役割が果たせるよう東京都には引き続き経営支援をすすめるとともに区市町村包括補助事業を通じて補助金加算を期限なく続けていくことをお願いしたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

東京都障害者施策推進協議会「提言」に対する意見Ⅱ
                                           　　　　　　２００８．９．３
障害者と家族の生活と権利を守る
都民連絡会
市橋　博
　提言案作成にあたり、事務局の御努力に感謝します。
　その上で、今後の推進協議会の運営、特に専門委員会の審議について以下のことを提案したい。
＊議題をもっと整理しても良いのではないか。今回の専門委員会では、事務局から出され議題をこなすのが精一杯で、意見開陳しただけの感が拭えません。もっと、１つの議題に審議を深めたかった。提言にも全てのことを盛り込むのでなく、審議を深めた　事項について、その経過も含めて（意見が分かれた場合は両論併記も含めて）すべきだと思います。
＊提言の起草委員会に障害者団体の委員を複数入れるべきです。
＊今回提言に反映されなかった意見もたくさんあります。付帯文の様なことで示す方法を考えたいと思います。
＊障害者団体の意見を聞くべきだった。今回は、東京都障害者団体連絡協議会に提言を示し、意見を聞き、障害者福祉計画に生かして欲しい。
その上で以下のことを８月２８日のと合わせて意見を提出します。
※ノーマライゼーションについて
　提言では、ノーマライゼーションが基本理念としている。ノーマライゼーションとは単なる地域でともに生活するだけでない。デンマークのバンクーミケルセンが、第２次世界大戦後の１９５３年、ナチスへのレジスタンス運動の経験を踏まえ出された言葉である。ならば日本で、東京で、ノーマライゼーションを基本とするなら、先の大戦で東アジアに侵略したこと、そして、その痛恨の反省から平和と人権を守る日本国憲法が出来たことを踏まえる必要があります。当然のことですが、日本国憲法を守ることを改めて明記する必要があります。
※障害者自立支援法について
　自立支援法の様々な問題の根元は何か。明記する必要がある。
※障害者権利条約について
　障害者権利条約は、国だけの問題ではない。東京都も条例などの整備の検討を始めるべきです。
※第２期障害者福祉計画策定に向けて
　各区市町村も第２期障害者福祉計画策定に向けて取り組み、独自に調査活動などを行っている自治体も少なくない。東京都は、単なる数の積み上げでなく、地域特性を生かした障害者福祉計画策定のために積極的に援助すべきです。
※住宅保障について
　東京都は、都営住宅の新築、家賃補助、住宅改造補助を含め、障害者の住宅保障への総合計画を出すべきです。これが地域移行の基本となるものです。　　　
※通勤寮
  通勤寮の役割を認識し、増設し、知的障害者の地域で生きるセンター的役割を高める必要があります。
※相談支援事業
　相談支援事業の整備の遅れは、障害者や家族のサービス利用を阻み、権利行使が出来ない事態にまで来ている。３障害者統合を目指しているが、今日の情況では、専門の分野があるのは当然です。東京都は、各地域にそれぞれの分野で複数の配置が出来るように、総合的に計画をたてるべきです。相談支援専門員の養成も早急の課題です。
※校舎及び各教室のバリアフリー化について
　校舎及び各教室のバリアフリー化は、児童・生徒の問題であるとともに、障害者の子育ての課題、参政権の課題でもあります。
 ※地域生活支援事業について
　移動支援事業、コミュニケーション支援事業などは、国の事業を行うのみでなく、東京都独自制度、各区市町村独自の事業が行えるようにすべきです。
※障害者雇用促進について
　特別養護老人ホームに勤務する視覚障害者マッサージ師への補助金制度を継続・拡充するなど、個別の障害者就労対策にきめの細かい対策を取るべきです。
資料３











